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木

市場経済体制(marketeconomic systems)の他に，現在迄のところ，我々に

確実に知られている経済体制の選択肢は，計画経済体制 (plannedeconomic 

systems)1>である。しかるに，計画経済体制の現状は決して望ましいものでは

なく，ましてや市場経済体制の代替体制としては魅力のあるものではない。計

画経済体制のこの状況を惹起せしめている原因の一端を機能的分析により明ら

かにすることが本稿における問題意識である。

経済体制を機能分析する場合，それを，情報構造，意志決定構造，誘因構造

の三構造を骨格構造とする，資源配分機構と考えることができる2)。特に，本

稿では， 上述の問題意識に沿って計画経済体制を誘因構造 (the•incentive 

structure)の観点からとらえ，計画経済体制下での誘因構造として最も普遍的
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である，割り当て一報奨体系についての論考を展開する。

計画経済体制における資源配分制御様式としては，完全集権的資源配分様式

と分権的資源配分様式とがある。完全集権的資源配分様式は中央計画当局が当

該経済の資源配分の状況，及びそれに伴う生産，分配，消費の全てを決定する

様式である。そこでは各生産単位の生産水準は一意的に計画当局に依り決定さ

れ，各生産単位の生産意欲を促す為の誘因ということがらは問題として存在し

得ない。何故ならば，各生産単位にとって生産計画選択集合は，一点集合であ

るからである。しかしながら，このことが実現可能である為には中央計画当局

は，当該経済の経済環境（各生産単位の技術水準，消費者の選好，資源の賦存

状態等々）を完全に知り尽していなければならない。しかしながら，これは，

実際問題として好ましいことではない。 その理由は以下のとおりである。 資

源配分機構一般が備えるべき特性に関する最も弱いコンセンサスは，資源配分

機構の簡明性と実現可能性とである。その為には情報分散と意志決定権の分散

とが必要である。更にまた，完全集権的資源配分様式の実現可能性は中央計画

当局の意志決定能力及び意志決定所要時間の有限性ど情報収集一伝達の限界性

に制約される。例え，多量の情報を収集し，処理することが中央計画当局にと

り技術的に可能であり，それ等情報に依拠して膨大な量の意志決定を中央計画

当局が実際に下すとしても，このことが効率的であるとは言い得ないからであ

る。従って，完全集権的資源配分様式は，実現不可能，或いは考察するに値せ

ずとしても決して過言ではないであろう。

計画経済体制における分権的資源配分様式とは，経済活動に関する意志決定

権を，程度の差はあるにせよ，各生産単位に委譲する様式である。各生産単位

は，自らの経済環境のみに依拠して，中央計画当局からの指令（指示）に対応

しつつ，自らの経済活動に関する意志決定を下すのである。

完全集権的資源配分様式と異なり，分権的資源配分様式の場合，中央計画当

局は，各生産単位から報告される個別的経済環境に関する情報を基にして，資

源配分を決定する仕組みである。従って，各生産単位が個別的経済環境に関し

虚偽情報を報告した場合，中央計画当局の決定する資源配分に歪みが生ずる可

能性がある。そこで，各生産単位をして個別的経済環境に関し正確な情報を報
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告せしめるような仕組みを考察せねばならない。これが，誘因問題である。

さて，誘因問題の取扱いには，二つの系統がある。

第一の系統は，ハーヴィッツ (L.Hurwicz) 3 lを嘆矢とするものである。

経済主体数の有限性， 「古典」的経済環境4)という仮定下での交換経済におい

ては，各経済主体に非取引の選択を許容し，個別的に誘因両立的5)であり，パ

レート最適性を生み出す分権化された機構は存在しない，と彼は主張するので

ある（誘因両立性の可能性に関する第一定理）。

第二の系統は， グローヴズ (T.Groves) 6Jを喘矢とするものである。 彼

は，幾つかの制約条件を充足する中枢主体と幾つかの周辺主体とから成るチー

ム (team)型組織と，特殊型組織であるコングロマリット (conglomerate)型

組織とを考察している。中枢主体と周辺主体との間には，分解可能7)で，不確

実な環境に関する情報の分散と意志決定権力の初めから分散とがあると仮定さ

れている。更に，これ等組織においては，各周辺主体は，分離可能な目的函数

をもち，その期待値を最大化せんとし，中枢主体は，それ等目的函数値の総和

を最大化せんとすると仮定されている。これ等組織の場合，中枢主体の目的函

数の期待値を最大にするような，当該組織構成主体にとっての戦略選択（観測

ルール選択，通信ルール選択，意志決定ルール選択）が存在する。更に，この

ような戦略選択を生ぜしめ，かつ周辺主体にとって誘因両立的である誘因構造

を，最適誘因構造と定義したとき，その存在が確認される。

本稿を次の手順で展開する。

上述の誘因構造論二系統のうち，本稿においては，グローヴズの誘因構造を

とりあげる。そして，まず，その解説を行い，次に，計画経済体制における誘

因構造としての割り当て一報奨体系をグローヴズの誘因構造を援用して評価す

ることとする 8)。

〔注） 1)ここでいう計画経済体制とは，中央計画当局により資源配分が制御される，

資源配分機構の一つの型である。

2) Conn 〔1.) ・

3) Hurwicz 〔的．

4)経済環境が， 「古典」的であるとは，外部性，不確実性，規模の経済性が

存在しない経済環境であることを意味する。
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5)誘因両立的であるとは，各経済主体にとり，定められている経済活動｝レー

ルを遵守することが最大の利得を保証することを意味する。

6) Groves 〔3〕. 

7)分解可能な環境に関する情報とは，各主体個有の環境に関する局所的情報

から当該環境全般に関する大域的情報を得ることが不可能であることを意味

する。

8)グローヴズの誘因構造の資源配分機構分析への応用例として， Groves— 
Martin 〔りがある。

I グローヴズの誘因構造1)

A. チーム型組織

1 チーム型組織の理念及び課題

チーム型組織2)とは，それを構成する意志決定者がその意志決定を下すのに

それぞれ異なる情報に依拠し，共通の目標に動機づけられるような，組織であ

る。 9

チーム型組織の場合，各意志決定者にとり利用可能な情報は，自らの環境の

観測及び各意志決定者相互間の情報交換を通じて得られる。 従って， チーム

型組織全体の目標を反映する利得函数が存在するとした場合，情報交換のルー

ル，意志決定のルールを定めることが課題となる。

9
.
)
 

2 チーム型組織の模型

グローヴズは，チーム型組織の模型をゲーム理論の概念を用いて構成してい

る。

意志決定者の集合を I={O, 1 , z'…, n}とする。ここで， i = 0 
は中枢主体を， i =I, , z'…, nは周辺主体を表わす。

(S. cp. P)は，当該組織の意志決定問題に関連のある，環境状態の確率

空間を表わす。ここで， Sの要素は環境の実現可能な状態であり，のはS上の

、ングマ代数であり， Pはの上の客観的，又は共通の主観的先験的確率測度であ

る。

{JI i, i E-I}は， (n +I)人の主体の選択的戦略の集合を表わす。ここ

し
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で， II孔ま第 i主体の選択的戦略である。

W。:JixS→Rは，共通戦略 (jointstrategies)の集合， ll===Xi~。lli と状態

空間Sとの上で定義される実数値関数を表わすが， W。は当該組織全体の選好で

もある，中枢主体の選好を反映するものとする。

以上から，チーム型組織は，

0 T = [ I , (S , <p, P), {JI i, i E I } , Wo] 

と表記される。

チーム型組織全体の目標（中枢主体の目標）は， Woの期待値を最大にする共

通戦略がEllを選択することである。即わち，

Wo(冗*)=f Wo(冗*, s)dP(s)=max w0(冗, s)dP(s)=maxw0(冗）
S 咋 11fs 冗Ell

であるようながを選択することである。

次に，以下の議論を簡単化する為に仮定をおくことにする。

仮定 l Woを最大にするような共通戦略がが少なくとも一つ存在するとす

る。すなわち，

Wo(元*)2wo(元） forV咋 IIであるようなが巴IIが存在する．

仮定2 第 i 主体以外の全ての主体が名 (j~i) を選択するとき，

Wo(元*)>wo(が／元）for V冗1,Ell1, 冗合元 (i= l, …，冗）

であるとする。 ここで， 冗＊／冗1,=(冗ぶ…冗1,'…,冗!). 

仮定 2~ま，周辺主体の戦略元t(i=l, …, n)が，冗iにおける全ての

冗もについて， iooの値を一意的に最大化することを意味する。

いま， wi:JixS→R (i=l, …, n)が， Woと同様の実数値関数を表わ

し，周辺主体の選好を反映するものとしたとき，

QT'=[I, (S, cp, P), {Jli, i El}, {wi, i El}] 

は， (n + l)人ゲームである。

この (n+ l)人ゲームが非協カゲームであると考えることにすると，この

ゲームの均衡混合戦略は，ナッシュ (Nash)均衡点である。 すなわち，均衡
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共通戦略とは

／へ、ハ
wi(元）=maxwi(冗／冗i) forV i巴 I

冗iEili
A 

であるような冗のことである。

定義 1 集合W={wぃ i = 1, …, n}を誘因構造と称する。

定義2 仮定 1, 2を満たす共通戦略がに対して，

すなわち，

A /へ、
wi(元）=max wi(1r/冗i) for Vi巴 I

冗iElli
／＼ 

ならば，冗はナッシュ均衡点である。

定義3 非協カゲームの最適戦略冗＊に関して，

w!=maxw!(冗＊／冗り uniquely forV i = l , …, n 
冗iE/li

wや=maxw!(冗＊／冗i) uniquely forV i = l , …, n 
冗iEIIt 

のとき， W*={w!, i = 1, …, n}を，最適誘因構造と称する。

B コングロマリッド型組織

今度は，チーム型組織と異なり共通の組織目標を持たない，特殊ではあるが

より現実的意義を有する，コングロマリット型組織について考察する。

コングロマリット型組織とは，多くの，完全には自律的ではない副次単位が

中枢単位の集中管理によってのみ結合されている組織である4)。

1 コングロマリッド型組織の模型

仮定3 コングロマリット型組織は， (n + l)個の構成単位からなる。そ

れ等構成単位の集合を I={O, 1 , 'l , …, n} とする。ここで， i = 

1'…, nは，副次単位を， i = 0は，中枢管理単位を表わす。

)

,

．

ー

0 
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仮定4 副次単位は相互に独立である。従って，澗次単位の意志決定は，そ

の管理者の意志決定と中枢管理単位の管理者の意志決定のみに依拠する。

仮定5 中枢管理単位，副次単位への報酬は，中枢管理単位の管理者の意志

決定，副次単位の管理者の意志決定，及び環境状態変数をその変数とする，実

数値函数である報酬函数で表わされる。

仮定6 コングロマリット型組織全体への報酬は，各澗次単位への成分和で

あって，中枢管理主体の管理者が最大化しようとするものである。

仮定 7 各単位をとりまく環境に関する不確実さは，環境状態変数により表

わされる。中枢管理単位の管理者及び副次単位の管理者は自らをとりまく環境

を観測するが，その観測からは他の単位の環境に関する情報を得ることはでき

なし 'o

この仮定の意味するところは次のとおりである。中枢管理単位管理者及び副

次単位管理者が，他単位の環境に関する追加的情報を得る為には諸単位間で情

報交換を行う必要がある，ということである。

仮定8 訓次諸単位管理者は，相互で直接に情報交換を行わずに，中枢管理

主体を経由して初めて情報交換を行う。

この情報交換様式に依拠する各単位管理者の意志決定（戦略決定）過程は，

次のようである。

(i)意志決定（戦略決定）過程の初期時点において，各単位管理者は自ら

の環境の観測を行う。

(ii)中枢管理単位管理者と副次単位管理者とは直接的に，副次諸単位管理

者は間接的に情報交換を行う。

(iii)観測，情報交換により得られた情報に依拠して，各単位管理者は意志

決定を下す。
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以下 (i),...__, (iii)を定式化する 5)。

第 i単位管理者にとっての観測集合 (observation set)を Tゎ 通信集合

(message set)をMiとすると，当該単位管理者にとっての情報伝達集合

(communication set)は (Ti,Mりで表わされる。 但し，第 i副次単位管

理者から中枢管理単位への実現可能通信集合をM,;,oとすると，
n 

Mo=XM,;,o 
z = l 
t・=I=0 

であり， 逆に中枢管理単位管理者から第 i副次単位への実現可能通信集合を

Mo,;, とすると，

M-t=M。t
である。

各情報伝達集合が集合Cの要素とすると， 集合1にとっての情報伝達集合

は，ベクトルCT,M)=((To, l¥'Io), …, CTn, Mn))Ecn+iである。

情報伝達集合 CT,M)を所与とすると，中枢管理単位管理者にとっての情

報集合 (informationset)は，

y。CT,M)=T。xM。

と表わされ，第 i副次単位管理者にとっての情報集合は，

Yi (T, M) = T 1. x Mi 

と表わされる。集合1にとっての情報集合は， Y(T,M)=XY iで表わされ，
i EI 

第 i副次単位管理者にとって利用可能な情報はY1.の要素yiであり，中枢管理

単位管理者にとって利用可能な情報はY。の要素Yoである。そして集合1にと

って利用可能な情報はYの要素y=(Yo,S1, …, Yi, …, Yn)である。

当該環境の各状態 Sについて，当該組織の活動集合 (actionset)をa(s)

とすると，全ての条件付き利用可能活動の集合は a=Ua(s)と表わされる。
s E-S 

一般的活動はaの要素aである。

各単位管理者の選択的戦略集合Jl.,,(i=O, I, …, n)は，三要素，観測

ルール (observationrule) e i, 通信ルール (messagerule) </,1,, 意志決定

ルール (decision-makingrule)炉からなる戦略冗1,=(eぃ </,1,'<J,1,)をその要

素とする。
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情報伝違集合(Ti,Mi)ECを所与とすると，第 i単位管理者にとっての観

測ルールは，

e i: S→ Ti 

であり，通信ルールは，

如： Yi→Mも

である，ここに如＝｛針｝． で，競： Yi→ MioCi~O), 的： Yo→M。t
Jヂi

(i~O),Y、= UYi(T, M). 
(T, M)EC叫 1

(Ti, Mi)を所与としたとき，第 i単位管理者にとって利用可能な全観測ル

ールの集合をEi(Ti,Mi), 全通信ルールの集合を (J)i(Ti,Mりとすると，

第 i単位管理者にとって可能な全観測ルールの集合Edま Ei= U E-. CTぃ

Mふ全通信ルールの集合の孔ま飢=U</>i(Ti, Mりである。
(T,, MJEC 

従って，当該組織にとっての情報ルールは

C e , 中）=((eo, cp。), (e 1, c/>V, ・・・, (e i• cf>~), ・・・, (en, cf>~)) 

EX(Eix飢）
i巴 I

である。

第 i単位管理者にとっての意志決定ルールは，

如： Yi→ a 

である。第 i単位管理者にとっての全ての可能な意志決定ルールの集合を<Pi

とすると，当該組織での意志決定ルールは，

少＝（少o,</'1, …, <P i, …，む）巴1JT=X1JTも
i巴 I

である。

副次単位管理者は，中枢管理単位とのみ直接情報交換を行いうるのであるか

ら，各副次単位管理者の情報Y孔ま，

Yi(s)=[ e i(si), ¢6(Yo(s))]EY i, i = l, …, n 

と表わされる。

中枢管理単位管理者の情報Yoは，

Yo(s) = [ e o(so), {cp~(Yi (s))} :_ 1] E Y。
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と表わされる。

コングロマリット型組織全体への報酬Wovま，各単位の利得を V-t(i = 0, 

1'…, n)としたとき，

” wo(1r, s)=~ 叫［少1,(Y-t (s)), <Po(Yo(s)) ; s』+vo[<PoCYo(s)),so] 
i= 1 

と表わされる。

2 コングロマリッド型組織における誘因構造

各副次単位の利得Vdま，当該副次単位へ帰属するが，各副次単位管理者が自

単位の期待利得を最大化するように努めたとしても，このことが， Woの期待値

を最大化することには必ずしもならない。その理由は次のとおりである。いま

が ={(e!, <J>!, </清）｝を当該組織での最適共通戦略とする。中枢管理単位管

理者の意志決定少icyo)は，第 i副次単位の意志決定戦略を表明する Y1. に影
響を及ぼすと共に，第 i副次単位の情報選択戦略か(Yi)の函数でもある。さ

て，最適情報選択戦略少t(i= 1, …, n)は，当該組織への利得を最大化する

が，他の情報選択戦略少べ~<J,t)(i=l, …, n)の方がより高い期待利得を

第 i副次単位へもたらすことがあり得る。つまり，第 i副次単位管理者にとっ

ては虚偽情報を中枢管理単位へ伝達することが有利となるのである。

そこで，中枢管理単位管理者の直面する問題は，副次単位管理者が最適意志

決定戦略を選択し，中枢管理単位に対して，当該組織にとって最適な真の情報

を伝達するようにしむけることである（誘因問題）。

補償6)函数を所与としたとき，誘因構造は，各補償函数を対応する各副次単

位の利得函数に加えることで定義される。この誘因構造の族は，

W=  〔W={W1., i=l, …, n} J 

と表わされる。ここで， W1.(1r, S)=V1.[出(Y1.(s)), ゆoCYo(s)); S』+c1.CY0

(s)), i=l, …, n。らは第 i副次単位への補償函数で， YoからRへの実数

値函数である。ら(Yo(s))は，正叉は負の値をとる。

ここで， ci(Yo)を次のように定めるものとする。

cり (Yo)=:~E[vi [少j(Yj(S)), 少6(Y6(s));sill Y6(s)=Yo]-A1.. 
Jヂi
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ここで， y}(s)=[ e }(si), 蛉*(y£(s))J, j = 1 , …, n, Y6(s)= 

[ e 6Cso), {cp~*(y}(s)}j=1], A-t(i = 1, …, n)はある定数である。

この補償函数ci(Yo)が第 i副次単位への補償を表示するものとして使用され

るとき， w'i(冗,s)が，

w'i(冗, s)=vi[Sれ(Yi(s)),<PoCYo(s)) ; s』+c',;,(Yo(s))

である誘囲構造W'が

W'= {w'i , i = 1 , …, n} 

として定まる。

命題17) 仮定3,..._, 8を満足するコングロマリッド型組織が，仮定1, 2を

満すとき，

wり(tr,s)=V-t[S加(Yi(s)), <PoCYo(s)) ; s』

＋エE[町［吟(y}(s)), <P6CY6(s)) ; Sj] IY6(s) =Jo]-Ai 
j =I= i 

である誘因構造W'={ w'i , i = 1 , …， n}vま，誘因構造の集合族Wにおける

最適誘因構造の一つである。

証明8) ら(yo)の定義式によって， W'は誘因構造の集合族Wに属する。

全ての i(i=l,…, n)について，吋が w'(元u冗i) を一意的に最大化
することを示せば， W'が最適であることを示すことができる。

仮定1, 2により，吋はWo(冗＊／冗りを一意的に最大化するので，

wi(冗＊／冗i)+Ai =wo(冗＊／か forV冗t巴Iii, i=l, …, n. (1) 

を示せば十分である

wべ冗＊／冗i)+ふ =E[vi[如(yi)'<jJ 6 (y O) ; む］］

ヘ+E[E[v八ゆ『(Y『),</Jt(y6) ; ~ りIYii(s)=Yo]J.
かつ

A A 

Wo(冗＊／冗i)=E[vi[如(yふ碍(Yo);む］
／／＼  

＋エE[v1[も (Y1),碍 (Yo); s1JJ 
j =I= i 

であるから， (1)式成立を示す為には，
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for V j~i, V冗i=(eぃゎ，如）Elli 
／＼ 

E[v; [ゆj(Y1), <p言(Yo);s1JJ=E[E[v1 [ゆj(yt),</J'6(Y6); SJ] 

IY'6=Yo]J (2) 

であることを示さねばならない，ここに，

Y!(s)=[e j(s1), 吋*(Y'6(s))],j = I , …， n, j~•i, YJ(S) 

=[et(so), 向*(y『(s))}1=1J, j=I, …, n ; j~i, Y1(s) 
・*A 

=[ e 1(s1), cf>b (Yo(s))], j =I, …, n ; j~i , Yi(s) 
.*A 

=[ e -tCsi), </>~(y(s)], Yo(s)=[ e t(so), {cj,~*(yi(s))}1=1J, 

ここで，全ての SEs =Xj=。S1に関して，
C(s) = {s'E S I e o(s') = e oCs)} 

D(s)= {s'巴 SIe 6 (s')= e o(s)} 

と定義し， C;(s)をC(s)のS1上への射影とし， D1(s)をD(s)のS1上への射影と

する。

いま， j=0とすると， Vs'EC(s)ぐ⇒〉e'6(s'0)=e t(s), Vs'0ED。 (s)~令

e'6(s'0) = e 6Cso), 従って， C。(s)=D。(s).
次に， j=I'…, n, j~i とすると， s'1EC1(s)炉令

的＊〔ej(s'J), 叫*(Yo(s))]=的*[ e j(SJ), 蛉*(Y o(s))]で、 この関

係の成立する限りにおいて， s'1ED1(s).

従って， forVs ES, j = 0 , 1 , …, n; j~i , C1(s)=D1(s). 

(2) 式の右辺を， j~i, j~O について考ええる。
／へ、

E[E[町［ゆ}'(Yj),四tCY6);si]ly;ti(s)=Yo]] 
／＼ 

=E[E[VJ[竹(y}'(s')),16(埒(s')); s'i] jy;tj(s) =Yo(s)]] 
A A 

= E[E[VJ [ c/J1[e1(s'i), <pも*(y(s))],ゅ;ti(Yo(s));s'j]ls'ED(s)]J 
A A 

= E[E[Vj[ cjJう[ej(s'i), c/Jl*(y(s))], c/Jt(y(s)) ; s'j JI s'i EDi(s)J]9) 

(2) 式の左辺を， j~i. j~O について考える。

A A 

E[町［ゆj(yJ),'P6(Y) ; sり］］
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／へ、／＼

=E[E[v, 国 (y,(s')),ゆ6CYo(s'));s',Jls'巴C(s)]J
/'... /'... 

=E[E[v,[ゆj[ e j(sり），吋*(Yo(s))], 碍(Yo(s));s',Jls'巴C(s)]J
／＼／＼  

=E[E[v,[ゆj[ e j(sり），蛉*(Yo(s)),</;6(Yo(s)); s・, Is', ← C1 (s)lO) 

全ての jヂiについて， C1(s)=D1(s) であることは，既に示されているか

ら， (2)式左辺=(2)式右辺である。 j=Oについても同様。 （証了）

〔注〕 1) Iの論説は Groves 〔幻に依っている。

2)組織にチーム型と冠するのは，当該組織においては組織全体の目標（中枢

主体の目棟）と周辺主体の目標とが常に一致することが，その理由である。

3)誘因構造には二つの典型がある。第一の典那誘因構造は，

叫 (11:,s) = { 1 if←吋
O otherwise 

により定義される誘因構造である。

第二の典型誘因構造は

(i=l,··•,n) 

剛 (1r:,s) = aiw。(TC,S) +ふ (i= 1, •··, n) 

により定義される誘因構造である。ここでa"は正の定数， Atは任意の定数

で．例えば固定利得を意味する。

4)独立採算制の多くの工場を傘下におさめる巨大企業，一元的に策定される

経済計画に準拠して生産を行う多くのセクターからなる国民経済がその例で

ある。

5) Conn 〔l〕pp329一338.

6)この補償とは，第 i副次単位が当該コングロマリット型組織に組み込まれ

ている限り，最低保証される報酬である。

7) Groves 〔幻 p625.

8) Grov邸〔3〕pp625-630. 

9) S此 Sj(j~k) との独立性による。

10)同上。

Il 計画経済体制における誘因構造1)

以下， Iにおいて説明した基本型組織での誘因構造論を援用して，計画経済

体制における誘因構造としての，割り当て一報奨体系 (quota-bonusscheme) 

について論究を展開し，その評価を下すこととする 2)。
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A. 計画経済体制の模型

基本型組織の場合の説明で用いた．概念．仮定．定義を計画経済体制の場合

の説明に適合するように換言する作業がまず必要である。

仮定 1 当該計画経済体制の生産局面は，中央計画当局 (i= 0) と生産諸

単位 (i= l, …, n) との (n+ 1)個の主体から構成される。

/ ! 

： 
! 

仮定2 各生産単位は，生産関数F

ふ=Fi(Ki; 如， ei) (i = 1 , …, n) 

をもっ。ここで， xiは第 i生産単位の産出量を表わし， Kiは第 i生産単位に

配分される資源ベクトルを表わし，如は第 i生産単位管理者の意志決定ルール

を表わし， s ivま第 i生産単位の生産関数の観測ルール（生産関数の特徴を表

わすパラメータ・ベクトル）を表わす。

仮定3 各生産単位に配分される資源は，ベクトル K巴R1.:で利用可能であ

り，これ等資源の実現可能集合は，

” {CK1, …, K-i, …, K心IK1.2: o for i = l , …, n, :EK1.:S:K} 
i=l 

=K(K) 

である。

ここで，当該経済体制下での経済活動ベクトルaは a=(K1, …, Kぃ

…, Kn, ¢1, …，ゅ1,'…，出）と表わされる。

,‘
 

仮定4 当該経済体制下での生産活動は第 i生産単位にとり不確実な経済環

境下で行われる，つまり，第 i生産単位にとり K-t, e1, (i=l, …, n)が

不確定である。

生産活動の行われる経済環境をSとすると S=CK1, …, K.,,, …, Kn, 

e 1, …， e i' …, e n)である。 中央計画当局にとっての経済環境をso,

第 i生産単位にとっての経済環境を S1,とすると， So=(K1, …， Kぃ…

Kn}, S i = { e i ; i = l … , n}て，実現可能な経済環境状態の集合Sは，

cr 
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S =X1=。Siである。

仮定5 経済環境は分解可能である。すなわち，中央計画当局管理者及び各

生産単位管理者は，自らの経済環境についての知識から他の経済環境について

の知識を得ることは全くできない。

仮定6 中央計画当局管理者は，資源総供給ベクトルKを正確に観測する。

仮定7 各生産単位管理者は，自単位の生産関数を特徴づけるバラメータ・

ベクトルについてのみ不完全な観測をなし得る。

仮定8 中央計画当局管理者の目的は，当該経済の期待総産出量を最大にす

ることである。すなわち，

” maxE。:EFJKi; 如， ei) 
i=l 

である。

仮定9 各生産単位は，その期待値を最大にすべき報酬函数W1,をもつ。

仮定10 各生産単位は，中央計画当局によりその経済活動を評価され，それ

に基づいて報酬を受ける。

B. 計画経済体制における割り当て一報奨体系

当該経済体制における資源配分の状態，生産の水準が決定される迄には，中

央計画当局と各生産単位との間で情報交換を行い，当該経済環境に関する学習

行為を行う必要がある。但し，ある生産単位が他の生産諸単位の経済活動状況

に関して知識を得る為には中央計画当局との情報交換に依るしか方法がないも

のとする。

さて，その情報交換は次のような過程を経て行われる3)。

(i)各生産単位管理者は，自単位の技術的能力（生産関数Fi)を観測し，
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その結果を中央計画当局へ報告する，その際の情報をyiとすると，

Y.,;(s)=戟CKり =E〔Fi(K.,;;,'Pi, e i)I e i(s.,;)〕 for i = I , …, 

n. 

と表わされる。ここに， ¢~ は， 第 i生産単位から中央計画当局への情報伝達

戦略関数である。 e 1,(S1,)は，第 i生産単位の経済環境（第 i生産単位の技術

能力：生産関数F1,)に関して， 第 i生産単位管理者により保持される観測事

実である。

(ii)上述の報告内容を基礎として，中央計画当局は，資源配分計画を決定

し，それを実施する。すなわち，中央計画当局は，報告された {Y-&}1ョを基

に， K(K)について:EFを最大にするような最適資源配分計画K*=(K↑,
-&=l 

…, Kt…, K!)を決定するのである。

(iii)各生産単位は，自らの生産計画に関する局所的意志決定を下す。すな

わち，第 i生産単位は， E[F .,;(Kt;'Pt, s i) I s i(sり］を最大にするような

り作三礼を選択するのである。

(i) ,...,_, (iii)の情報交換過程において，第 i生産単位が果して cf>!,少tを I 

情報伝達ルール選択，及び意志決定ルール選択の結果として選択し，それ等を

中央計画当局へ報告するかが問題となる。そこで，第 i生産単位をして cf>!'

ゅtを公表するようにいわば仕向ける仕組みを見出すのが， 計画経済体制にお
ける誘因問題である。

本稿で考察している計画経済体制では，報酬体系が中央計画当局に管理され

ていると考えているから，各生産単位は，中央計画当局が各生産単位との情報

交換の結果蓄積した経済環境に関する情報〔¢?(Yi(s))}1=1と自らの産出量xi

とにより報酬を受けるのである。 ここで， 第 i生産単位の受ける報酬関数を

叫とすると， wi(Xぃ Yo)で，第 i生産単位管理者はこのwiの期待値を最

大化する。 このwiのベクトルW=(W1,…， W,t, …，切冗）が，当該計画経

~
)
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済体制における誘因構造である。

各生産単位に関して， yt' c/J! を中央計画当局に報告することで， W1, の期

待値が最大化されるとき，先の情報交換過程は誘因構造Wに対して誘因両立的

であるということができる。

Iで述べたグローヴズの誘因構造は，全主体の利益の一致を前提とするが故

に稼働し得たのであった。つまり，グローヴズの誘因構造においては，各副次

単位への利得は総産出高価値の部分士定数であって，各副次単位は総期待産出

高を最大化するように行動すること（中枢管理単位管理者の望むこと）が自ら

の利益に適ったのである。

しかしながら，グローヴズの誘因構造は，現行の計画経済体制で用いられて

いる誘因構造とは異なっている。その理由は次の二点である。まず，現行の計

画経済体制においては，上述のグローヴズの誘因構造が想定しているような，

中央計画当局と生産諸単位との関係は存在し難いのである。次に，各生産単位

の生産水準は中央計画当局により生産目標として割り当てられ，各生産単位へ

の利得は，生産目標の過少達成， 超過達成に依拠するのが通常である。 つま

り， 生産目標の超過達成の場合には該当生産単位は報奨金を受け取るのであ

る。

以下，この割り当て一報奨体系が果して最適誘因構造として役立ち得るか否

かを論究する。

割り当て一報奨体系による第 i生産単位の報酬関数は，

W1,(X1,, Yo)=Ri(Xi,, Xi(Yo)), i = 1, …, n. 

と表わし得る。ここでえi,Vま， 中央計画当局により指示される第 i生産単位へ

の割り当て生産量である。すなわち，第 i生産単位への利得は，中央計画当局

から指示された割り当て生産量と超過達成度とによるのである。

ここで，誘因構造は，

W={wi,j叫 =R1,(Xi,,Yo), i = l, ... , n} 

である。

そこで， W=(W1,…， wi, …， Wふすなわち， R=(R1, …, Rp  

…, Rn)は，全ての i(= 1, …, n)に関して
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Ri(X i, 元(Yo))=a i (K , Y / Yり（ふ(•)+Eo 〔~x『(•)IYo) 
jヂ i

+ A i .(Ki , Y /Yi) 

であるとき，そのときに限り，最適誘因構造である。

さて，適当な割り当て一報奨体系である誘因構造の次の部分集合を考える。

すなわち，

WQB= {W=(w1, …, wi, …, Wn)lwi=Ri(Xi, (ふ—ふ(Yo)),

i=I, ・・・, n} 

を考察する。

このとき WQBが最適誘因構造を包含するか否かを判定することが肝要とな

る。

命題2め割り当て一報奨体系の集合

W QE= {W Jw-1,(•)=Bげ bi(ふ—ふ(Yo)), bi> 0} 

は，最適誘因構造を包含する，

賃金である。

ここで Biは，第 i生産単位に与えられる基本

Biがれから独立の定数であり，

Aベ・）=Bげ Aり(K,y/ Yi)とおく。すると，

証明s)Bけも(X1,一元(Yo)=ん（・）+ a 1,(・）（ふ+:EEoXj)となり得
j =I= i 

ることを示す。この式が成り立つ為には bi=a 1,(・） であることが必要であ

る。 b戸幻（・）であれば， B-b 1,X-;= b心 EoXJ+ん（・） である。
jヂ i

ん（・）が凡から独立の任意の関数である

-bi元=b心：E。XJ
j~i 

Aり(•)=-b ma心 E。幻とおくこと
K巴 K(K)j~i 
Ki= O 

元=maxEo_:E !(J-EoエX戸o.
J寺 z j~i 

さて，生産量割り当て設定制下での第 i生産単位への利得関数は，

から，

+Aり（・）が得られるが， これは，

で成立しうる。 x.,,について解くと， -̂

V,t=Bけかふ—b-t(maxEo~X1-E心Xj)
j~i J~i 

であるが， この利得関数は， wiが最適誘因構造である形をしている。（証了）
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〔注〕 1) JIの論説は， Conn〔幻依拠している。

2)計画経済体制における誘因構造を本稿と異なる接近方法で取扱った文献に

Lo曲〔6〕がある。

3)この情報交換過程は，現行の計画経済体制において用いられている物財バ

ランス型資源配分での情報交換過程と基本的に同じである。

4) Conn ⑫) p268. 

5) Conn 〔2〕pp268一269.

む す び

IIで示した命題から次のことが明らかである。すなわち，本稿で想定した計

画経済体制における割り当て一報奨体系が，誘因問題を解決することは保証さ

れる。次に割り当て一報奨体系が，各生産単位をしてその生産能カー満に操業

ということは保証され得ない。しかしながら，各生産単位への生産

量割り当て制は，各生産単位の期待産出量に下界を設定しうるのである。当該

計画経済体制に組み込まれている各生産単位は，

せしめる，

E。立1X}2max EoエX}
kこK(K)

k戸°
で， EoX戸 maxE01:・

KEK(K) J~z ・X1-Eo 1: X1=X 、 1・ ~j

k戸°
i=l, ... , n 

であるからである。従って，中央計画当局は，~を各生産単位の生産量を割り

当てることによって第 i生産単位の生産能力を正確にではないにせよ，生産量

割り当ての為の標準を設定するに要する情報を得ることになる。つまり，各生

産単位は，中央計画当局に対しで情報Yi=maxE[F i (K ; ゆi,e i)/ e i(si), 
t/JiE</Ji 

n]を送る。自らへの資源配分Kけを所与として，i = l ,・・・, 期待産出量を最

大にする少tを選択することが当該生産単位にとり有利なのであるから， この
場合の期待産出量は maxE [ F (K ! ; ¢i , s i) I e i (s i) i = l , ・・・，

り廷三如
これこそ中央計画当局が把握している情報である。

看過し得ない問題点は，

しく，

更らに，

n]に等

中央計画当局の情報処理負荷の問題であ

る。つまり，割り当て一報奨体系が誘因構造として稼働する為に必要な作業で
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ある元の指定に伴う中央計画当局の負う情報処理コストがどの程度かという

問題である。割り当てるべきえiの数が増加するにつれて， 中央計画当局が情

報処理に要するコストは増加するが，このことは，分権的資源配分機構として

の計画経済体制を採用する既述の理由に抵触するのである。

従って，割り当て一報奨体系が十全に稼働し得るのは，それが組み込まれる

資源配分機構としての計画経済体制が制御すべき経済が財の多様性をもたない

ような経済に限るのである。換言すれば，最終財の数が大きくない，生産の迂

回化の行われない，分業の拡大が実現していないような経済において，計画経

済体制の誘因構造としての割り当て一報奨体系が実際の制度として意味を持ち

得るのである。
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